
（単位：千円）
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令和 7年 2月12日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            

01
08

節
148 0

2

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
158
2

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

93.7
6.3

0.0
2

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

総務費

総務管理費 52,865

82,860

004 52,865 89,878 82,860

89,878

現段階出力 段階

-10,736

-10,736 目
的-10,736

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

156

48

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

0 8 10 10

国庫支出金 県支出金

48 148

0.0
0

148

156

 連結区分３  

事業区分３

89,878 82,860

非主要

-10,736

79,142 -10,736

158

156 158 158

79,142

79,142

79,142

79,142

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

2

2

一般会計

政策的経費事業  

52,865

48 158

文書費

０１０２０１０３

情報公開・個人情報保護審査会運営費

情報公開・個人情報保護審査会運営費

82,86001

前年当初額 要求額前々年度決算額

82,86052,865

89,878

89,878

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

52,865

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

156
0 0 0 158

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由

　　　新任委員の就任に伴う旅費（費用弁償）の増加（2千円）

款

目

010

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３情報公開・個人情報保護審査会運営費

文書法制課

03

所属

004

情報公開・個人情報保護審査会運営費事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　　48千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・根拠法令　秦野市情報公開条例第15条

　　　　　　　　　　16　平和と公正をすべての人に

　　審査請求があった場合における実施機関からの諮問等に応じて審議を行う。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　・令和5年度　1回の会議を開催した。

　　・令和6年度　諮問等に応じて、会議を開催する。

　　効率的な会議の開催に努めている。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値

　　　　・効　　果　情報公開及び個人情報保護の適切な運用

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・計　　画　該当なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　 156千円

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　 158千円

　　　　・内　　容　情報公開及び個人情報保護に係る審査請求等について、審議等を行う。

　　　　・目　　的　市民の「知る権利」の尊重及びその適正な具現化

　　　　・ＳＤＧｓ　10　人や国の不平等をなくそう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　

（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３情報公開・個人情報保護審査会運営費

文書法制課

03

所属

事業２

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　該当なし

　

（3） 自然災害対策への取組

８　その他

（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　　　該当なし

　

　　　該当なし

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　会議の開催に当たっては、事案等を極力整理し、集中的・効率的な審議により経費削減に努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

      会議開催回数：令和7年度　2回予定、令和6年度　2回予定、令和5年度　1回

004

情報公開・個人情報保護審査会運営費

-3-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 2月12日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
11
12
13

節

2,493
4,357 4,231 4,231 4,231

15,448 1,592
87

0

0

15,918 16,653 20,554 19,146

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
38,983
4,172
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

39.6
0.4
49.1

0.0
4,172

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

総務費

総務管理費 52,865

82,860

004 52,865 89,878 82,860

89,878

現段階出力 段階

-10,736

-10,736 目
的-10,736

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

020

001

34,811

33,892

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

67 71 158 158

国庫支出金 県支出金

13,550 13,856

0.0
0

15,638

10.9

34,811

 連結区分３  

事業区分３

89,878 82,860

非主要

-10,736

79,142 -10,736

38,983

34,811 40,581 38,983

79,142

79,142

79,142

79,142

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

4,172

4,172

一般会計

政策的経費事業  

52,865

33,892 40,581

文書費

０１０２０１０３

浄書印刷経費

浄書印刷経費

82,86001

前年当初額 要求額前々年度決算額

82,86052,865

89,878

89,878

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

52,865

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

34,811
0 0 0 38,983

0
0

0



　　印刷物の外注による経費を抑制するため、庁内印刷の利用を促進し、市全体の歳出の縮減に努めている。

（1） 増減理由

　　　・上質紙等の購入単価の上昇に伴う消耗品費の増加（1,384千円）

款

目

020

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３浄書印刷経費

文書法制課

03

所属

004

浄書印刷経費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　34,811千円

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・根拠法令　該当なし

　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

　　・印刷物の必要性の精査

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　・令和5年度　印刷機器の賃貸借等、用紙の購入、乾式複写機（コピー機）の管理等

　　・令和6年度　印刷機器の賃貸借等、用紙の購入、乾式複写機（コピー機）の管理等

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　・デジタル印刷機の更なる有効活用

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　庁内印刷経費の一元管理による事務及び予算執行の効率化

　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　33,892千円

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　38,983千円

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・内　　容　文書の浄書・印刷等の取りまとめ及び浄書・印刷に伴う消耗品の一元的管理（予算執行を含む。）

　　　　・目　　的　一元管理による庁内印刷経費の削減

　　　　・ＳＤＧｓ　15　陸の豊かさも守ろう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　

（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

020

02

001

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３浄書印刷経費

文書法制課

03

所属

事業２

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　該当なし

　

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　該当なし

　等については、所管課で予算計上したうえで文書法制課に執行委任をするルールの周知と必要性の精査を徹底する。

８　その他

（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　

（3） 自然災害対策への取組

　　　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　115千円（115千円）

　　　　・内　容　文書管理システムを導入したことにより、乾式複写機の使用に係る経費の削減を図る。

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　デジタル印刷機の活用を推進し、外注印刷ではなく庁内で印刷することで、印刷製本費の削減に取り組む。また、印刷消耗品

　　　・浄書印刷委託業務（契約更新）に伴う人件費単価の上昇による委託料の増加（2,493千円）

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　　・1箱あたりの上質紙（44.5kg）単価　令和7年度予算　5,300円、令和6年度予算　5,000円、令和5年度予算　4,100円 

004

浄書印刷経費

-7-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 2月12日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
11
12
13

節

23
65 65 237 65

802 -35
0

0

 300

452 531 556 554

その他雑入

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

21-04-03-02-19/0113100000/0505 100
情報公開写しの作成代

名　　　　　　　称
充 当 額

78.9

査定額 増減額

0
1,421
-12

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

56.4
0.0
39.0

0.0
-12

21.1

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

総務費

総務管理費 52,865

82,860

004 52,865 89,878 82,860

89,878

現段階出力 段階

-10,736

-10,736 目
的-10,736

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

030

001

1,433

1,489

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

0 0 1 0

国庫支出金 県支出金

972 837

0.0
0

915

4.6

1,433

21-04-03-02-63/0113100000/0505

 連結区分３  

事業区分３

200

89,878 82,860

非主要

-10,736

79,142 -10,736

1,421

1,433 1,709 1,421

79,142

79,142

79,142

79,142

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-12

-12

一般会計

政策的経費事業  

52,865

1,489 1,709

文書費

０１０２０１０３

保存文書管理費

保存文書管理費

82,86001

前年当初額 要求額前々年度決算額

82,86052,865

89,878

89,878

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

52,865

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

1,133
0 0 0 1,121

300
300

0



　　完結文書の引継ぎ、保存及び廃棄を効率的に行っている。

　　　文書保存消耗品の購入数の減少による消耗品費・印刷製本費の減少（△35千円）

款

目

030

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３保存文書管理費

文書法制課

03

所属

004

保存文書管理費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　 1,433千円

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・根拠法令　該当なし

　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　・令和5年度　各課からの保存文書の引継ぎ及び廃棄文書のリサイクル並びに文書の電子化

　　・令和6年度　各課からの保存文書の引継ぎ及び廃棄文書のリサイクル並びに文書の電子化 

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　各課等での文書の管理・保存状況を点検のうえ、適切な文書管理を行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　保存文書の適切な保存及び管理

　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　 1,489千円

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　 1,421千円

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・内　　容　完結文書の保存及び管理、保存年限を経過した廃棄文書のリサイクル

　　　　・目　　的　行政文書の適切な保存及び管理

　　　　・ＳＤＧｓ　15 陸の豊かさも守ろう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　

（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

030

02

001

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３保存文書管理費

文書法制課

03

所属

事業２

　　　　・内　容　文書管理システムを導入したことにより、中・長期的視点での保存文書量の削減を図る。

（3） 自然災害対策への取組

　　　該当なし

（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　　　該当なし

　

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　該当なし

事業１

　　「文書等の取扱いに関する規程」に則った文書管理を各課等に徹底してもらうよう周知する。

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　　文書保存消耗品（フォルダ、ガイド等）の購入数：令和7年度予算　480枚、令和6年度予算　600枚     

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

004

保存文書管理費

-14-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01



（単位：千円）

-17-

令和 7年 2月12日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            

01
08

節
80 0

-3

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
82
-3

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

97.6
2.4

0.0
-3

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

総務費

総務管理費 52,865

82,860

004 52,865 89,878 82,860

89,878

現段階出力 段階

-10,736

-10,736 目
的-10,736

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

040

001

85

0

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

0 5 2 2

国庫支出金 県支出金

0 80

0.0
0

80

85

 連結区分３  

事業区分３

89,878 82,860

非主要

-10,736

79,142 -10,736

82

85 82 82

79,142

79,142

79,142

79,142

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-3

-3

一般会計

政策的経費事業  

52,865

0 82

文書費

０１０２０１０３

行政不服審査会運営費

行政不服審査会運営費

82,86001

前年当初額 要求額前々年度決算額

82,86052,865

89,878

89,878

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

52,865

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

85
0 0 0 82

0
0

0



　　該当なし

　　　新任委員の就任に伴う旅費（費用弁償）の減額（△3千円）

款

目

040

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３行政不服審査会運営費

文書法制課

03

所属

004

行政不服審査会運営費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　85千円

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・根拠法令　行政不服審査法第81条

　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　・令和5年度　事案が発生していないため、審査会は開催していない。

　　・令和6年度　事案が発生していないため、審査会は開催していない。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　行政不服審査に係る事案が発生した場合、審査会を開催する。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　該当なし

　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　　 0千円

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　82千円

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・内　　容　各執行機関が行った処分に対する審査請求について、諮問に応じ審査を行う。

　　　　・目　　的　行政不服審査法第81条の規定に基づき設置される行政不服審査会の円滑な運営

　　　　・ＳＤＧｓ　10　人や国の不平等をなくそう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　

（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-18-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

040

02

001

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３行政不服審査会運営費

文書法制課

03

所属

事業２

　　　該当なし

　

（3） 自然災害対策への取組

　　　該当なし

（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　　　該当なし

　

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　該当なし

事業１

　　円滑な会議の運営に取り組む。

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

      会議開催回数：令和7年度予算　2回予定、令和6年度予算　2回予定、令和5年度決算　0回

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

004

行政不服審査会運営費

-19-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01



（単位：千円）

-21-

令和 7年 2月12日

計

13,044 18,976 17,158 4,114
4,054 3,740 3,740 -314

9,200
1,796
3,774

節　　　　　名
報酬                            
報償費                           
旅費                            

13

需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

01
07
08
10
11
12

節

0
749 589 613 613

2,321 322
14

24

0

20 37 37 37

33,642

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
38,498
-14,895
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

6.0
0.1

37.9

0.1

0.0
-14,895

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

総務費

総務管理費 52,865

82,860

004 52,865 89,878 82,860

89,878

現段階出力 段階

-10,736

-10,736 目
的-10,736

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

050

001

53,393

17,437

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

0 28 56 42

国庫支出金 県支出金

1,897 1,999

0.0
0

2,321

14,587 14,587 -19,055
1.6

53,393

44.6
9.7

 連結区分３  

事業区分３

89,878 82,860

非主要

-10,736

79,142 -10,736

38,498

53,393 40,330 38,498

79,142

79,142

79,142

79,142

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-14,895

-14,895

一般会計

政策的経費事業  

52,865

17,437 40,330

文書費

０１０２０１０３

文書管理事務費

文書管理事務費

82,86001

前年当初額 要求額前々年度決算額

82,86052,865

89,878

89,878

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

52,865

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

53,393
0 0 0 38,498

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

款

目

050

02

001

　　・争訟案件への適切かつ円滑な対応を実施する。

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３文書管理事務費

文書法制課

03

所属

004

文書管理事務費事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　17,437千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・根拠法令　該当なし

　　　　・ＳＤＧｓ　17　パートナーシップで目標を達成しよう

　　・郵送料の削減のため、各種割引制度の活用を促進する。

　　・例規制定改廃事務の効率化のため、例規データベースシステム及び法令解説等検索サービスの活用を促進する。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　・令和5年度　郵送料の抑制、顧問法律事務所と連携した争訟案件対応、図書の追録・加除等

　　・令和6年度　郵送料の抑制、顧問法律事務所と連携した争訟案件対応、図書の追録・加除等 

　　庁内郵送物の取りまとめや各種割引制度の活用等により、郵送料等の削減に努めている。

　　

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値

　　　　・効　　果　郵送経費の削減及び各課からの求めに応じた適切な資料の提供

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・計　　画　該当なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　53,393千円

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　38,498千円

　　　　・内　　容　文書の発送・収受、訴訟事務、法令関係図書及び例規データベースシステムに関する経費

　　　　・目　　的　庁内郵送物の取りまとめによる郵送経費の削減、争訟案件への適切な対応、例規改正作業の省力化

　　　　　　　　　　並びに法令等に適合した適切な事務の執行

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　

（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

050

02

001

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0113100000

事業３文書管理事務費

文書法制課

03

所属

事業２

　　　該当なし

８　その他

（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　　　該当なし

　

　　郵送の必要性の精査については、各課等の予算査定時をはじめ随時行われているが、各種割引制度の活用等に

　より一層の削減を図る。また、例規データベースシステムを活用する機会を増やすことで、例規編集作業及び

　　　　・内　容　本庁舎３階コピー機へＦＡＸ機能を統合することで賃借料及び消耗品費の削減を図る。

　関係法令等の確認作業の効率化を図る。

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　50千円（50千円）

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　該当なし

　

（3） 自然災害対策への取組

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

事業１

      郵送料実績（決算額）：令和5年度　9,147千円、令和4年度　9,272千円、令和3年度　10,078千円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

（1） 増減理由

　　　郵便料金改定を踏まえ配当された郵送料の精査による役務費の減額（△19,055千円）

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

004

文書管理事務費

-23-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01
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